
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１回 

ＯＤＲ推進検討会 

議事録 
 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 日 時  令和２年１０月１２日（月）  自 午前１０時０２分 

                       至 午前１１時５１分 

 

第２ 場 所  法務省１階「東京保護観察所集団処遇室」 

 

第３ 議 題  １．開会 

        ２．事務局挨拶 

        ３．委員の紹介等 

        ４．会議の運営について 

        ５．検討事項及びスケジュールについて 

        ６．意見交換 

        ７．閉会 

 

第４ 議 事 （次のとおり） 
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議        事 

 

○渡邊参事官 予定の時刻となりましたので，第１回ＯＤＲ推進検討会を開会させていただき

ます。 

  まず，この会議での発言方法について説明させていただきます。 

  ウェブ会議システムにより参加される方は，ハウリングや雑音の混入を防ぐため，御発言

される際を除き，マイク機能をオフにしていただきますよう，御協力をお願いいたします。 

  御発言を希望される際は，挙手機能を使用してください。手のひらマークがあるかと思い

ます。その手のひらマークをクリックすると挙手できますので，指名されるまでお待ちくだ

さい。指名されましたら，マイクをオンにして御発言をお願いいたします。御発言を終えま

したら，マイクをオフにして，手のひらマークをクリックして，手を下げるようお願いいた

します。また，問題が生じて挙手機能を使えないときは，実際に手を挙げていただくようお

願いいたします。また，会場に御出席の方も，御発言を希望される際は，その場で挙手をお

願いいたします。御発言される方，これは会場の方，ウェブ参加の方，いずれもそうですが，

お名前をおっしゃってから御発言いただくよう，御協力をお願いしたいと思います。 

  続きまして，司法法制部審査監督課長の山上より御挨拶がございます。 

○審査監督課長 審査監督課長の山上でございます。 

  委員の皆様方におかれましては，今回，ＯＤＲ推進検討会委員への御就任御快諾を頂きま

して，心より御礼を申し上げます。 

  少し時間を頂いて，検討会の開催に当たって，一言御挨拶をさせていただきたいと思いま

す。 

  司法制度改革の一環として，いわゆるＡＤＲ法が制定をされまして，民間のＡＤＲの認証

制度がスタートしてから１３年が経過をいたしました。この間のＡＤＲを取り巻く環境の変

化として，まずは，ＩＴ，ＡＩ技術の目覚ましい進展というのが挙げられようかと思います。

それらの技術を活用したＡＤＲ，すなわちＯＤＲ，これは，潜在的な紛争解決ニーズをすく

い上げ，司法アクセスの向上に寄与するものとして，あるいは，このコロナ禍の下で対面が

難しい状況でも機能し得る紛争解決手段として，注目度が一層高まっているかと思います。 

  また，ＡＤＲ法制定のときからの検討課題でございます執行力に関してでありますけれど

も，国連条約の議論を通じて，国際商事の分野においては，調停による和解合意に執行力を

付与する必要があるとの機運が高まっている，このことも大きな環境変化の一つであると考

えられます。 

  こうした流れを踏まえて，内閣官房に設置をされたＯＤＲ活性化検討会，こちらが本年３

月に取りまとめた報告書では，ＡＤＲ手続においても，ＩＴ，ＡＩ技術を適正に活用するこ

とができるよう，ＡＤＲ法の規律の見直しを進める必要がある，また，調停における和解合

意の執行力に関する国際的な潮流をも踏まえた多角的な検討が求められるとされております。 

  また，本年７月１７日に閣議決定されました「成長戦略フォローアップ」においても，Ｏ

ＤＲの推進に向けて，民間ＡＤＲにおける和解合意への執行力の付与や認証ＡＤＲ事業者の

守秘義務強化等の認証制度の見直しの要否を含めた検討を今年度中に進めることとされてお

ります。 

  これらを踏まえまして，法務省としては，各界の有識者の皆様から専門的な知見に基づく
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幅広い御意見を伺いながら，ＡＤＲ法の規律の見直しなど検討をし，ＯＤＲの推進につなげ

ていくことで，民事裁判手続のＩＴ化とあいまって，国民の司法アクセスの向上を図ってい

きたい，そういった思いをもって，本検討会を立ち上げた次第でございます。 

  委員の皆様には，是非様々な角度から充実した御議論を交わしていただきまして，この検

討会が実り多いものとなりますよう祈念いたしまして，私の挨拶とさせていただきたいと思

います。どうぞよろしくお願いを申し上げます。 

○渡邊参事官 続きまして，本日御出席の委員，オブザーバーの皆様を御紹介したいと思いま

す。なお，山田文委員は，所用のため，やむを得ず本日御欠席との連絡を受けています。 

（以下，資料１の「２ 構成員」の記載順に自己紹介） 

○出井委員 弁護士の出井直樹と申します。よろしくお願いいたします。所属は，第二東京弁

護士会でございます。 

  私は，先ほど山上課長から紹介ございましたが，もう十五，六年以上前になりますかね，

司法制度改革推進本部に設置されたＡＤＲ検討会でＡＤＲ法の制定が進んだわけでございま

すが，そのＡＤＲ検討会に日弁連の委員の，その頃は，私は委員の随行で出ておりました。

その頃からの関わりでございます。 

  そのほか，ＡＤＲ機関の運営でありますとか，弁護士会の中でのいろんなＡＤＲ法制に関

する取組に関わってまいりました。近いところでは，これも御紹介ございましたが，昨年９

月，政府に設けられたＯＤＲ活性化検討会の委員も務めておりました。よろしくお願いいた

します。 

○上田委員 九州大学から参りました上田竹志と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

  普段は，民事訴訟法の研究をしておりますが，出井委員からも御紹介ありましたけれども，

昨年度のＯＤＲ活性化検討会にも委員として参加しておりまして，こちらでもまた実りの多

い議論ができるということを期待しております。どうぞよろしくお願いいたします。 

○小澤委員 司法書士の小澤といいます。どうぞよろしくお願いいたします。 

  私も，先ほどお話のあったＯＤＲ活性化検討会でオブザーバー参加をさせていただきまし

た。そして，これも先ほどお話があった，民事裁判のＩＴの法制審議会の部会の委員として

も参加をさせていただいているところであります。静岡県司法書士会所属でございます。 

  今回のこの議論も，司法アクセスの向上につながると確信しておりますので，非常に期待

しております。どうぞよろしくお願いいたします。 

○垣内委員 東京大学の垣内と申します。 

  私は，民事訴訟法を専攻しておりますけれども，従来からＡＤＲについては関心を持って

研究対象としてまいりました。ＯＤＲとの関係では，先ほど来御発言に出ておりますＯＤＲ

の活性化検討会に参加させていただきまして，議論に加わらせていただいております。また，

ＡＤＲの関係につきましては，日本ＡＤＲ協会での活動，あるいは幾つかのＡＤＲ機関での

実務にも携わる機会を頂いております。 

  大変微力ではございますけれども，少しでも議論に貢献できるように尽くしてまいりたい

と存じますので，よろしくお願いいたします。 

○川口委員 国民生活センターの川口德子でございます。相談情報部と広報部を担当しており

ます。日頃は，国民生活センターの活動に御指導，御支援くださいまして，どうもありがと

うございます。 
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  国民生活センターは，ＡＤＲを２００９年にスタートし，今年で１１年目になります。昨

年度は約２００件の申請を頂いて，現在和解率６０％といった状況でございます。また，Ｏ

ＤＲとしましては，国民生活センター越境消費者センター，ＣＣＪで海外の事業者との取引

でのトラブルに遭った消費者の相談をウェブで受け付けております。海外の１５の消費者相

談機関とＭＯＣ提携を結んで，トラブル解決に取り組んでおります。私どもとしましても，

この執行力と，あとオンライン化といったのを大きな課題と感じておりまして，大変期待し

ております。どうぞよろしくお願いいたします。 

○斉藤委員 弁護士の斉藤睦男です。初めての方が多くいらっしゃいますが，どうぞよろしく

お願いいたします。 

  現在，日弁連のＡＤＲセンターの委員長を務めておりますが，所属が仙台弁護士会です。

２０１１年の３．１１のときに，仙台弁護士会が震災ＡＤＲを立ち上げましたが，そのとき

は仙台弁護士会ＡＤＲセンターの委員長を務めておりました。仙台弁護士会は，最近では，

コロナ禍を災害ととらえて，いち早くリモートＡＤＲを取り入れてコロナ災害ＡＤＲを始め

ております。 

  そういった観点から，ＯＤＲについても大変関心を寄せている１人であります。どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

○佐成委員 東京ガスの参与で，企業内弁護士をしております佐成と申します。よろしくお願

いいたします。 

  私のＡＤＲとの関わりは，先ほどから話題に出ております，２００２年に司法制度改革推

進本部に設けられ，３８回まで行われたＡＤＲ検討会に，第２１回から第３８回まで，委員

として参加しておりましたことに始まります。そのときには，執行力の付与が積み残し課題

となりましたので，その成り行き，つまり今回の検討会の中でどう決着がつくのか，何か足

掛かりができるのかというところに，非常に関心を持っております。 

  それから，私は，経団連から推薦され，普段も経済界，産業界に身を置いておりますので，

どちらかというと，余り現行規制を強化しないで，できれば現行規制を緩和する形での活性

化という方向を目指していきたいと思っております。 

  それから，ＡＤＲそのものの実務ということでは，私の所属する業界にも，民間型のＡＤ

ＲとしてＰＬセンターもございますけれども，基本的に私は司法型のＡＤＲであります民事

調停の調停委員を１０年ほどやっておりまして，今年度は東京簡易裁判所民事調停協会の会

長にも就任しましたので，そういった調停実務の知見を，できるだけこの検討会の中にも活

かして，実り多い議論にできるように微力ながら尽くしていきたいと思いますので，どうぞ

よろしくお願いいたします。 

○渡邊委員 皆さん，はじめまして。渡邊真由と申します。よろしくお願いいたします。 

  立教大学の法学部に所属をしております。２０１４年にスタンフォード大学のＡＤＲセン

ターに客員研究員として留学したことをきっかけとしまして，ＯＤＲ，ＡＤＲ，あとは制度

設計に係るディスピュートシステムデザインの研究をしております。ＯＤＲの関係では，日

本ＯＤＲ協会の設立の方をいたしまして，海外では，マサチューセッツ大学に附設されてお

ります，National Center for Technology and Dispute Resolutionという研究機関がある

のですが，そちらのフェロー，あとはワインスタイン国際財団のシニア・フェローをしてお

ります。 
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  ＯＤＲがこれから日本で議論が進むということで，大変楽しみにしております。微力では

ございますが，議論に少しでも貢献できるようにと思っておりますので，皆様，どうぞよろ

しくお願いいたします。 

○内閣官房 日本経済再生総合事務局の伊藤でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

  先ほど少し御紹介ありましたけれども，私ども，この７月に成長戦略のフォローアップを

取りまとめておりまして，そこで書かれている趣旨につきまして，より俯瞰的に申し上げま

すと，正に今，デジタル化についての国民的な議論が高まっている中で，西村大臣も先頭に

立って，一言でいいますと，１０年以上はかかるであろうデジタル化の取組を１年でやって

しまおうと，それぐらいの強い決意で進めております。このスマート公共という分野につい

ても，各種取組を列挙させていただいておりますが，その中に，ＯＤＲの推進に向けた検討

ということで，具体的な課題を二，三挙げさせていただいているというのが，成長戦略フォ

ローアップの中身になります。 

  ここの検討会が起点になりまして，時代の要請に応じて，利用者の権利利益が適正に確保

され，利便性・実効性の向上，そして，国民各層の期待と信頼に応えられるような司法制度

がこの国に根付くことで，再び日本経済が力強く成長していけるということを期待して参加

させていただいております。どうぞよろしくお願いいたします。 

○内閣官房 内閣官房の民事司法制度改革推進担当の内閣審議官のもとにおります伊藤と申し

ます。 

  当方は，民事司法制度改革推進に関する関係府省庁連絡会議を担当しており，今年の３月

に取りまとめをいたしました。先ほど川口委員からお話がありましたが，ＣＣＪが取り組ん

でおられる越境消費者紛争，この越境消費者紛争の解決に当たってはＯＤＲが有用であるこ

とから，その点について取りまとめの中で言及させていただいております。 

  ＯＤＲの活性化に関しては官邸としても注目しているところで，この検討会で建設的な議

論がされることを大変期待していると，当方の内閣審議官も申しております。どうぞよろし

くお願いいたします。 

○法務省民事局 法務省民事局で参事官をしております，福田敦と申します。 

  今日は，仲裁法制の見直しについて，少し御紹介する機会を与えられております。そのあ

たりも含めまして，このＯＤＲ推進検討会との連携と申しますか，議論の推移を見守ってい

きたいと思っております。どうぞよろしくお願いいたします。 

○最高裁判所 最高裁民事局第二課長の渡邉と申します。よろしくお願いいたします。 

  私の方は，民事訴訟及び民事調停を所管しておりまして，民事調停も広い意味ではＡＤＲ

に該当しますので，ある意味競合関係に立つのかもしれませんが，ここでＡＤＲの議論が活

発化することによって，我々が所管している民事調停にもいい影響があればいいと思ってい

るところでございますので，是非活発な御議論をよろしくお願いいたします。 

○日本弁護士連合会 日本弁護士連合会で弁護士をしております森と申します。よろしくお願

いいたします。 

  私は，オブザーバーということですので，黒子という形で関与させていただくことになる

と思うんですけれども，もともとＡＤＲ，ＯＤＲの関係で申し上げますと，２００７年から

２００８年まで，当時，私，内閣府の方で働いておりましたときに，本日もいらっしゃって

いる国民生活センターさんの方のＡＤＲ機能の導入ということで，国民生活センター法の改
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正を担当させていただいたのがきっかけで，その後，弁護士業に戻ってからも，日本ＡＤＲ

協会や日本ＯＤＲ協会，また，所属しております第一東京弁護士会や日本弁護士連合会等で

ＡＤＲ，ＯＤＲ関係の業務に携わらせていただいております。よろしくお願いいたします。 

○日本司法書士会連合会 日本司法書士会連合会で常任理事をしております野﨑と申します。

よろしくお願いいたします。 

  日司連には，今，紛争解決支援推進対策部という部署がございまして，本年度は，その中

にＯＤＲの推進を全面的に支援していこうということで，専門のワーキングチームを設置い

たしました。今日は，その座長である山田と一緒に参加をしております。どうぞよろしくお

願いいたします。 

○日本弁理士会 弁理士会の下田と申します。よろしくお願いいたします。 

  私，弁理士会のＡＤＲ推進機構の運営委員をやっています。それから，弁理士会と日弁連

が共同で運営している認定ＡＤＲ機関である日本知的財産仲裁センターの今年度のセンター

長をやっています。今回のＯＤＲの議論とか，それから調停，和解合意の執行力の付与とい

うのは，仲裁センターでも非常に興味のあることなので，御議論いただいたことを反映でき

るように，オブザーバーとして参加させていただきます。よろしくお願いします。 

○日本行政書士会連合会 おはようございます。日本行政書士会連合会で，裁判外紛争解決手

続推進本部の本部長をしております入江宏幸と申します。どうぞよろしくお願いします。 

  このたびは，このような会にオブザーバーとして参加させていただきまして，本当にあり

がとうございます。ＡＤＲ，ＯＤＲがますます拡充，活性化できるように，日本行政書士会

連合会としても，協力させていただけたらと思いますので，今後ともどうぞよろしくお願い

します。ありがとうございました。 

○全国社会保険労務士会連合会 全国社会保険労務士会連合会のＡＤＲ委員長をしております

後藤と申します。所属は，福岡県委員会所属でございます。 

  最近，やっぱり労働問題，労働相談がすごく増えてきておりますので，個別労働紛争の解

決の促進として参考にさせていただきたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

○日本土地家屋調査士会連合会 日本土地家屋調査士会連合会，ＡＤＲの担当をしております，

常任理事の北村と申します。よろしくお願いいたします。 

  土地家屋調査士なので，土地と土地との境界を話合いで解決していこうというところなん

ですけれども，全国で５０会あります。全て弁護士会さんとの協働でさせていただいている

んですけれども，現在の空き地空き家の問題であったり，高齢化の問題というところで，全

国の５０会をオンラインでつないで，相談，調停をやっていくということで，具体的に理事

会にも上げて，年内に協議ができるようにというところで進めております。この検討会のこ

とも十分参考にさせていただきながら，進めていきたいと思います。どうぞよろしくお願い

いたします。 

○日本不動産鑑定士協会連合会 吉田です。私は，公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会，

不動産鑑定士調停センターの運営委員会副委員長をしております。所属は，公益社団法人東

京都不動産鑑定士協会です。 

  私は，２００７年，認証を得るに当たって関わって，それ以後，ＡＤＲを担当しておりま

すが，なかなか不動産鑑定士調停センターのＡＤＲの申立ては非常に少ないので，このＯＤ

Ｒには期待しております。よろしくお願いします。 
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○渡邊参事官 続きまして，この検討会の座長の選任を行いたいと思います。 

  委員の互選でお願いしたいと考えておりますけれども，自薦又は他薦の御意見がございま

したら，御発言お願いしたいと思います。 

○出井委員 座長には，是非，垣内秀介委員にお就きいただきたいと思っております。 

  垣内委員は，先ほどの自己紹介にもございましたとおり，この分野の研究業績はもちろん

ですけれども，それだけではなく，ＡＤＲ協会その他で，ＡＤＲの実務についてもこれまで

いろいろな取組をされているということでございますし，それから，直近のＯＤＲ活性化検

討会でも座長代行として議論のリードをされたということでございますので，適任であると

思っております。 

○渡邊参事官 ありがとうございます。 

  垣内委員を推すお声がありましたけれども，ほかにございますでしょうか。 

  上田委員，お願いします。 

○上田委員 上田でございます。 

  私としましても，垣内先生が適任ということで，是非とも御推薦申し上げたいと思います。 

  研究者の立場からしても，垣内先生が適任と存じます。よろしくお願いいたします。 

○渡邊参事官 ありがとうございました。 

  垣内委員を推薦される方，２名いらっしゃいましたけれども，ほかの委員の方々も，垣内

委員を座長とすることでよろしゅうございますか。 

  特に御異議ないということのようですので，互選の結果，垣内委員が座長に選任されたも

のといたします。 

  それでは，ここからの議事進行につきましては垣内座長にお願いしたいと思いますが，そ

の前に，座長に就任されたということで，座長から一言御挨拶を賜りたいと存じます。よろ

しくお願いします。 

○垣内座長 このたび，座長を仰せつかりました垣内でございます。大変身の引き締まる思い

をしております。一言御挨拶をさせていただきます。 

  先ほど，山上課長からもお話がありましたけれども，委員の先生方は御案内のとおり，現

在のＡＤＲ法制は，２００２年に設置されましたＡＤＲ検討会の議論を基礎として整備され

たものであります。その後，２０１３年から２０１４年にかけまして，ＡＤＲ法に関する検

討会における検討がされたということで，今回の検討会には，ＡＤＲ法制に関する検討の場

ということでは，ＡＤＲ検討会から数えて３度目，また，現行法制の見直しをめぐる検討と

いうことでは，２度目の機会ということになるかと存じます。 

  前回のＡＤＲ法に関する検討会と今般の検討会とを比べてみますと，前回の検討会は，も

ともとＡＤＲ法の附則におきまして，法制定時から予定されていた５年後の検討の機会とい

うことでありましたし，これは，私自身の評価ということになりますけれども，正に初めて，

全く新しいものとして導入されたＡＤＲ法制を実際に５年間動かしてみて，何か大きな欠陥

がなかったかどうかということを点検するような意味合いが強いものであったようにも感じ

られます。 

  それに対しまして，今回の検討会ですけれども，これは当初から予定されていたものだと

いうことでは，必ずしもありませんで，先ほど来お話が出ております，社会における技術の
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革新ですとか，そうした技術の活用へのニーズの広がり，あるいはＡＤＲをめぐる国際的な

動きといったことを背景として設けられるに至ったというものでありまして，そういう意味

では，現在既存のＡＤＲ法制について，また，新たな視点から見直す重要な機会になるので

はないかというように期待をしております。 

  今回の委員の先生方を拝見いたしますと，当初の，最初のＡＤＲ検討会の段階で委員，あ

るいは関係者として既に関与されていた先生方もおられます。また，その一方で，私自身も

そうですけれども，今回初めてこういった検討会の場には参加する，関与するという先生方

もおられるということで，そういう意味でも，今回の検討会は，初めの２００２年のＡＤＲ

検討会から２０年弱を経まして，また新たな世代の視点も盛り込むというような形での議論

も期待できるのではないかと考えているところでございます。 

  私自身は大変微力ではございますけれども，今後の日本のＡＤＲ，あるいはＯＤＲが，社

会において期待される役割を十分に発展していくための基盤となるような，実りのある検討

がこの場でできるよう，委員の先生方に御協力を頂きながら，議事進行に努めてまいりたい

と考えておりますので，何とぞよろしくお願い申し上げます。 

  それでは，以降，私の方で議事進行を務めさせていただきます。 

  初めに，今後の会議の運営につきまして，あらかじめ委員の皆様から御了承を頂きたい事

項がございます。 

  １点目ですけれども，会議については，基本的に非公開とした上で，各回の終了後に，発

言者のお名前を明らかにした議事録と資料を，法務省のホームページで公表するということ

にしたいと思います。ただ，場合によりましては，議論の過程で公表することが相当でない

と思われる御発言や資料が出てくる場合もあるかもしれません。そのような場合につきまし

ては，委員の皆様にお諮りして，座長の判断で，その一部を公表しないこととすることがで

きるようにしたいと存じますけれども，いかがでございましょうか。 

  ありがとうございます。それでは，そのようにさせていただきます。 

  それから，２点目ですけれども，オブザーバーの方々につきましても，積極的に御発言を

頂ければと考えておりますので，必要に応じて，座長の許可を得て御発言いただけるという

ことにしたいと存じますけれども，よろしゅうございますでしょうか。 

  ありがとうございます。では，そのようにさせていただきます。 

  その他，会議の運営に関しまして，必要な事項につきましては，随時座長が委員の皆様に

お諮りして，判断をしたい，決めたいというように存じますけれども，よろしゅうございま

すでしょうか。 

  ありがとうございます。それでは，そのようにさせていただきます。 

  では，今，いずれの点についても御賛同いただきましたので，今申し上げたような方針で，

会議の運営をさせていただきたいと存じます。 

  それでは，早速本日の議事に入らせていただきたいと存じます。 

  お手元に議事次第がございますでしょうか。そちらを御覧いただければと存じます。 

  本日の予定としましては，議事次第に記載のとおりの内容を予定しておりますけれども，

議事を進めていくに当たりまして，事務局から配付資料の御説明をお願いいたします。 

○渡邊参事官 それでは，簡単に説明資料の確認と説明をさせていただきます。 

  本日の配付資料は，資料１から資料７までございます。 
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  資料１は，「ＯＤＲ推進検討会について」というものです。資料２は，「ＡＤＲ法に関す

る検討会報告書」というものになります。資料３は，「ＯＤＲ活性化に向けた取りまとめ」

というものになります。資料４は「成長戦略フォローアップ」というもので，資料５は「令

和２年度革新的事業活動に関する実行計画」というものになります。いずれも抜粋でござい

ます。資料６は「仲裁法制の見直しを中心とした検討」というもので，資料７は「調停に関

するシンガポール条約」というものになります。 

  資料１を御覧ください。 

  １のところに，本検討会の設置の経緯及び趣旨が記載しております。ＡＤＲについては，

近年のＩＴの飛躍的進歩やＡＩ技術の発展に伴い，オンラインでの紛争解決手続であるＯＤ

Ｒの在り方に注目が集まりつつあるところでございます。 

  この関係では，先ほど御紹介のありました内閣官房に設置されたＯＤＲ活性化検討会でも

検討が深められたところでございまして，本年の７月に成長戦略フォローアップにおいて，

オンラインでの紛争解決の推進に向けて，民間の裁判外紛争解決手続に関する紛争解決手続

における和解合意への執行力の付与や，認証ＡＤＲ事業者の守秘義務強化等の認証制度の見

直しの要否を含めた検討を２０２０年度中に進めるとされたことを受け，法務省では，この

検討会を設置し，各界の有識者であります委員の皆様などから専門的な知見に基づく幅広い

意見を伺うこととしたと，こういう次第でございます。 

  この設置の経緯，趣旨に関連するものとして，資料２から資料７までを配付させていただ

きました。 

  そして，この検討会の検討事項でございますが，先ほど御覧いただきました資料１の３の

検討事項というところに記載がございます。大きく３点ございますが，まず，１点目が，Ｏ

ＤＲの推進に向けた裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律関連の規律の見直しにつ

いて，２点目が，民間紛争解決手続における和解合意への執行力の付与について，３点目が，

ＯＤＲにおける認証紛争解決事業者の守秘義務の在り方についてということで，これらのこ

との検討を予定している次第でございます。 

  なお，資料２から７までのうち，資料３のＯＤＲ活性化に向けた取りまとめですとか，資

料６，７の仲裁法制の見直しに関係する事項につきましては，追って別の方から御紹介を頂

く予定にしております。 

  以上でございます。 

○垣内座長 どうぞ。 

○出井委員 すみません，ちょっと確認ですが，資料５ですが，この議事次第には「令和２年

度革新的事業活動に関する実行計画」という表題なんですが，これでいいんですか。これが，

閣議決定の抜粋ということですか，この資料５が，この表になっているのが。 

  表題は，世界で一番企業が活動しやすい国の実現という表題になっていますが，これで間

違いないですね。 

○渡邊参事官 そうでございます。 

○垣内座長 どうも御説明ありがとうございました。 

  ただいま御説明ありました点について，何か御質問等ございますでしょうか。この段階で

はよろしいでしょうか。 

  そうしましたら，続きまして，本年３月に取りまとめられましたＯＤＲ活性化検討会につ
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きまして，私の方から御報告をさせていただきたいと思います。 

  配付資料で申しますと，資料３というものを御覧いただければと存じます。こちらが，検

討会の報告書と，取りまとめということになっております。 

  このＯＤＲ活性化検討会ですけれども，これは，こちらの検討会の委員であられます山田

委員が座長を務められたものでございますが，本日山田先生御欠席ということですので，同

検討会で座長代理ということでありました私の方から，御説明をさせていただきます。 

  このＯＤＲ活性化検討会ですけれども，検討会，検討会と申しますと，やや混乱しますの

で，こちらの方は活性化検討会と呼ばせていただきますが，こちらの活性化検討会は，令和

元年９月に内閣官房に設置された検討会でございます。７回の会議を経まして，本年３月に

取りまとめられましたのが，本日資料３として配付されている取りまとめでございます。 

  活性化検討会の構成員につきましては，取りまとめの２９ページに記載をされているとこ

ろでございます。また，活性化検討会の検討経過の概要は，３１ページにまとめられており

ます。先行的にＯＤＲを取り入れている様々な団体等からお話を伺いまして，議論を深めた

ということでございます。 

  さて，内容についてですけれども，要点をかいつまんで御説明をしたいと存じます。 

  まず，この取りまとめの５ページの図１というところを御覧いただければと存じます。 

  「法的紛争の一般的解決フローの一例」と題されている図でございます。ここでは，法的

な紛争の一般的な解決フローとして，五つのフェーズに分類がされております。左の方から，

検討フェーズ，相談フェーズ，交渉フェーズ，そしてＡＤＲフェーズ，最後に民事訴訟フェ

ーズという，五つのフェーズに分類をしております。 

  この活性化検討会における議論の一つの特徴としまして，こうした各フェーズに法的紛争

のフローというものを分類しまして，それぞれのフェーズに応じた形でＡＩ，あるいはＩＴ

技術の活用の在り方について検討をし，そうした技術を用いて，さらに，この各フェーズ間

の連携を円滑にすることができないかといった観点からも，検討がされているということが

ございます。 

  それから，この取りまとめの７ページの方を御覧いただければと存じます。 

  この７ページにおきましては，ＯＤＲに期待されている役割等について記載がされており

ます。ＯＤＲは，大きな視点としましては，司法アクセスの改善ということに向けた役割が

期待されるということになろうかと存じます。この点，取りまとめにおきましては，オンラ

インで実施することで，遠隔地に所在する当事者との間においても，紛争解決手続を実施す

ることができ，時間的，経済的なコストを大幅に削減することが可能になるという点，また，

オンライン上の調停の場合には，休日，あるいは夜間における対応も可能になり得るという

点，さらに，面会交流の調整ですとかＤＶに関わる事件などでは，当事者同士が対面するこ

とを避けたい場合があり，そうした事案においても，有効に活用できると考えられる点，ま

た，今般のコロナ禍のような状況におきましても，紛争解決を進められるといった点，そう

いった点が，ＯＤＲの機能として記載をされております。 

  また，オンライン上での相談，あるいはＡＤＲを実施するということによりまして，ＡＤ

Ｒ機関の側でも業務の効率化といったような効果が見込まれるのではないかといった指摘も

されております。 

  続きまして，１２ページを御覧いただけますでしょうか。 
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  この１２ページの（４）というところになりますけれども，こちらでは，ＡＤＲフェーズ

における取組の方向性が記載されておりまして，ここでも，民事裁判のＩＴ化で議論をされ

ているのと同様に，３つのｅを観念することができるということで，いわゆるｅ提出，ｅ事

件管理，ｅ調停の３つに分けて検討をしております。 

  このうち，ｅ提出につきましては，オンライン提出ということですけれども，それにとど

まらず，例えば，チャット形式による申立書のひな型ですとか自動チェックリストといった

機能の提供，チャットボットによる申立書の補正支援といったことも考えられるとされてお

ります。 

  また，ｅ事件管理に関しましては，利用者あるいはＡＤＲ機関の関係者が，随時事件記録

等をウェブ上，あるいはアプリ等で確認，ないしダウンロードすることができ，事件管理，

記録保管なども可能にする，そういったシステムが考えられるということが記載されており

ます。 

  また，ｅ調停につきましては，ウェブ会議で手続を実施するということはもちろんのこと，

テキストベースで手続を実施する，あるいは調停人を支援するＡＩツールといったものの導

入も考えられるといった記載がされております。 

  続きまして，１４ページに進んでいただきまして，こちらの図２を御覧ください。「ＯＤ

Ｒの進行フェーズのイメージ」という題名の図ということになります。 

  こちらの図におきましては，縦軸と横軸のマトリックス形式でＯＤＲの進行フェーズとい

うものがイメージ化されているということでございます。縦軸につきましては，ＯＤＲの進

行の第１から第３段階というものが示されており，横軸にはつきましては，先ほど言及いた

しました，法的紛争の一般的な解決フローというものが記載されているというものでござい

まして，この図のイメージと申しますのは，今後，ＩＴあるいはＡＩ技術を導入していくと

いうことに当たりまして，技術の進化に応じてハードルの低いものから順次導入を検討して

いくと。それを，ここにあります第１段階から第３段階まで，段階的に発展させていく，そ

ういう方向性をイメージとして示しているというものになります。 

  例えば，横軸の④，ＡＤＲというところを御覧いただきますと，第１段階としては，メー

ルでの申立て，あるいは資料提出，テレビ会議・ウェブ会議の活用といったことが記載され

ておりまして，続く第２段階としては，更に進んで，非対面のチャット方式（メッセンジャ

ーアプリ等）の活用ですとか，専用プラットフォーム，これは記録の提出管理等に関わるプ

ラットフォームの活用，利用といったようなことが記載をされております。また，一番進ん

だ段階である第３段階につきましては，ＡＩによる合意解決の支援，調停人のサポート，あ

るいは当事者に対する支援といったようなものも挙げられているということです。 

  さらに，少し進んでいただきまして，資料の２３ページを御覧いただけますでしょうか。 

  この資料の取りまとめの２３ページ以下におきましては，ＯＤＲの活性化とＡＤＲ法令の

見直しの関係について記載がされております。 

  具体的には，執行力の付与ということにつきまして，ＡＤＲそのものの利便性を向上する

ということとともに，ＯＤＲの利活用によって期待できる紛争解決の迅速化に対応すること

が期待できるといった記載がされております。また，認証事業者の守秘義務ということにつ

きましては，和解あっせんの秘密保持の要請が一方であるとともに，ＯＤＲ活性化のための

各フェーズ間の情報連携の必要性といった要請とのバランスを踏まえる必要があるというこ
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と，また，データ管理等のセキュリティーに関する規律についても考える必要があるといっ

た記載がされております。 

  また，ＡＤＲ法は，成立当時からテレビ会議による手続の実施などを念頭に置いてはおり

ますけれども，しかし，当時と比べますと，今日では情報通信技術が格段に進歩していると

いうことから，法務省令，ガイドライン等において，今日のような状態でのＯＤＲの活用を

前提とはしていない部分も見受けられるといった指摘がされておりまして，ＩＴ，ＡＩ技術

を活用することが適正にできるように，規律の見直しを進める必要があるのではないかとい

った記載もされております。 

  さて，このＯＤＲの利活用ということにつきましては，今年の２月になりますけれども，

一般財団法人日本ＡＤＲ協会におきまして，アンケートを実施しております。こちらの取り

まとめでも，３５ページ以下にそのアンケートが，別紙の５として添付をされております。

このアンケートにおきましては，全て合わせて４６の機関から御回答を頂いております。 

  この別紙５のところ，３５ページ以下御覧いただきますと，まず，１のところですけれど

も，ここは，ＡＤＲ機関において，既に実施をしている，あるいは実施を既に計画している

ＯＤＲについて，お尋ねをしているというところですけれども，実際にもうやっている，あ

るいは，具体的に計画しているという機関は，必ずしも多くないということがうかがえるか

と思います。 

  それに対しまして，３５ページの下の方，２のところですけれども，こちらの方は，既に

やっているということでは必ずしもありませんで，関心を持っているというＯＤＲについて

お尋ねをしているというところでありまして，ここでは，かなりの数の回答機関の方々が，

大きな関心を寄せているという数字が見てとれるかなと思われるところであります。 

  また，次のページ，３６ページの３のところですけれども，今申し上げましたように，関

心自体はかなりあるところで，しかし，なお実施までには至っていないというときに，その

実施，あるいは計画をちゅうちょしている，その理由は何なのかということについて，お尋

ねをしているということでございまして，ここでも出ておりますように，費用についての懸

念ですとか，セキュリティー面での心配等々，幾つかの項目について，多くの機関が回答を

されていると，そういう状況が示されているということになるかと思います。 

  こういったアンケート結果も含めて，本検討会においてＯＤＲを導入するハードルが下が

ること，下がる方向での検討に，何か参考になるのではないかと考えているところでござい

ます。 

  以上，簡単ですけれども，私の方からの説明は，差し当たり以上にさせていただきます。 

  今，御説明いたしました点につきまして，何か御質問等ございますでしょうか。 

  では，佐成委員，お願いいたします。 

○佐成委員 佐成でございます。 

  非常に丁寧な御説明，ありがとうございました。 

  １点だけ教えていただきたいと思います。ＯＤＲ活性化検討会の議論で，クラウドサービ

スとＯＤＲの関係といったところは何か議論がされた経緯はございましたでしょうか。ぱっ

と資料を拝見した限りでは，余りそういったところについては書かれていなかったようです

けれども，最近は，クラウドサービスを結構使う，ビジネスでは相当使っておりますし，そ

れとの連携とかを考えますと，セキュリティーの問題もありますけれども，いろいろ重要に



-12- 

なってくるのではないかと思ったものですから，ちょっと確認でございます。 

○垣内座長 この検討会の委員の先生方の中には，私以外にもこちらの活性化検討会においで

であった先生もおられますので，必要があれば適宜補足をしていただければと存じますけれ

ども，私自身の記憶ということになりますけれども，クラウドサービスについて，全く念頭

に置かれていなかったということではなかったように思います。ですから，様々あるＩＴ技

術等の一つとして，クラウドということも当然想定の範囲内ではあったということかと思い

ますが，クラウドサービスに特有の問題，例えばセキュリティー上の問題等々について，個

別具体的にクラウドとの関係という形で議論が深くされたということでは，必ずしもなかっ

たかなというように記憶しております。 

  ですので，可能性としてはもちろん，クラウドの利用ということは想定しつつ，それにつ

いての具体的な検討は，更に後の段階でということであったのかなと理解しておりますけれ

ども，ほかの先生方，何か補足いただける点があればと思いますが。 

○上田委員 では，上田でございます。 

  私の記憶も，垣内座長とほぼ同様でございまして，クラウド技術とＯＤＲの関係に，直接

フォーカスが当たって議論されたということはないのかなというふうに考えております。 

  関連をしますと，クラウドというより，現在様々な法領域で問題となっております，プラ

ットフォーマーの関係はどうかということは，かなり意識して議論したというふうに記憶し

ております。 

  以上です。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  ほかによろしいでしょうか。 

  佐成委員，よろしいでしょうか，今のお答えで。 

○佐成委員 佐成でございます。 

  ありがとうございました。大体，議論の経緯は分かりました。 

  紛争の関連資料は，事件記録を含めて，クラウド上で随時アクセスできると，事件処理の

迅速性や関係者の利便性が非常に高まるだろうということが，ちょっと念頭にあったもので

すから，発言した次第でございます。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  ほかに御質問等ございますでしょうか。 

  よろしいでしょうか。 

  では，先に進ませていただきたいと存じます。 

  続きまして，本日の配付資料で申しますと６と７ということになりますけれども，シンガ

ポール条約との関係につきまして，これは，法務省民事局から御説明を頂けるということで

すので，よろしくお願いいたします。 

○法務省民事局 それでは，法務省民事局の福田から，資料６と７の説明をさせていただきま

す。 

  先月行われました法制審議会の総会におきまして，仲裁法制の見直しについて諮問がされ

たところでございます。それを踏まえまして，法務省では，仲裁法制部会が設置され，来週

の金曜日に第１回の部会が開催される予定であり，準備を進めているところでございます。 

  この仲裁法制の見直しに関する資料が資料６になります。今日は，シンガポール条約との
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関係を中心に説明したいと思いますので，資料６については，簡単な説明にとどめさせてい

ただきたいと思います。資料６の「これまでの検討状況」というところにあります「仲裁法

制の見直しを中心とした研究会」が今年の７月に報告書を取りまとめており，その主な内容

が，こちらの１，２，３と掲げられたものになります。 

  一つ目は，我が国の仲裁法は平成１５年に制定されておりますが，ＵＮＣＩＴＲＡＬのモ

デル法を前提としたものでございます。このＵＮＣＩＴＲＡＬのモデル法は平成１８年に改

正がされておりますけれども，この点について我が国の仲裁法は未対応ですので，これが一

つ目の見直し対象とされております。 

  二つ目は，今回のこの検討会とも関係の深い調停による和解合意についての強制執行を可

能とする制度の構想が論点として挙げられております。 

  ３点目は，仲裁手続でも裁判所が関与する場面がございますけれども，その場面での管轄

規律や，外国語資料の和訳添付の省略を認めてはどうかというものが，検討の項目として挙

げられております。 

  この研究会での取りまとめの内容は，法制審議会の部会においても非常に参考になるもの

と考えておりますので，この３点については仲裁法制部会でも取り上げる予定でおります。

もちろん，仲裁法制部会で議論される項目はこれらに限られるものではございませんが，メ

インとなる論点は，この３点になろうかと考えております。 

  続きまして，資料７，調停に関するシンガポール条約について説明をさせていただきます。 

  今申し上げたように，仲裁法制部会では，調停による和解合意の執行力の付与についても

検討することにしておりますけれども，この仲裁法制部会では，調停に関するシンガポール

条約への加入そのものの当否について議論する予定はございません。ですので，先ほどのＯ

ＤＲ活性化検討会の取りまとめにもありました国際的な潮流の一つとして，こういったシン

ガポール条約というものができ，それを踏まえて国内法制を整備するとすれば，どのような

ものになるかといったところを議論することが，仲裁法制部会に与えられた役割であると考

えております。 

  このシンガポール条約は，資料７の「概要」のところにありますように，国際的な商事調

停により成立した和解合意について執行力を付与するなどの共通の法的枠組みを定めるもの

でございます。２０１８年１２月に国連総会において採択されたもので，現在，署名国は５

３か国であり，アメリカや中国も署名国に入っております。この資料では，まだ「発効予定」

となっておりますが，今年の９月１２日にシンガポール条約は発効しております。締約国に

ついては，一つ増えまして，現在６か国になっております。シンガポールを始めとする国が

締約国に入っております。 

  この署名国５３か国というのは，仲裁判断における承認執行について定めたニューヨーク

条約，これは日本も入っておりますが，このニューヨーク条約が採択されたときの署名国の

数を大きく上回るものであり，国際的なインパクトはかなり大きいものと考えております。

ただ，現状，日本はまだこのシンガポール条約に署名はしていない状況でございます。 

  このシンガポール条約を仮に締結するとして，それに伴う国内法制を整えるに当たっては，

この資料にあります「国内法制との整合性」といったところが，非常に大きな論点となって

まいります。 

  御承知のとおり，我が国におきましては，調停といいますと，やはり裁判所における民事
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調停，家事調停，これが非常に大きなウエイトを占めておりまして，年間数万件の利用があ

るところでございます。こちらについては，既に，そこで行われた調停調書に執行力が付与

されておりますが，裁判外紛争解決手続における和解合意につきましては，執行力は与えら

れていないというのが現状です。ですので，この点との整合性をどのように取っていくのか

というのが，一番大きな論点になってくるものと認識しております。 

  もう少し具体的に御説明いたしますと，「概要」のところに五つ項目がありますけれども，

この点について，具体的な検討が進められるものと認識しております。 

  まず，シンガポール条約は，先ほど申し上げたように，裁判外で行われる調停が対象とな

っております。この民間の調停人，調停機関については，特段シンガポール条約では制限が

ございませんが，このあたりをどのように考えていくのかというのが，一つの論点になりま

す。 

  二つ目は，シンガポール条約は，国際的な和解合意というものが対象となっております。

この国際性というものをどのように考えるかというのは，いろいろな議論があるところでご

ざいますが，この仲裁法制部会においては，この「国際性」という要件について適切なくく

りができるのかどうか，その必要があるのかどうか，国内にまで対象を広げるべきかどうか，

こういった形での議論が進むものと認識しております。 

  ３点目は，シンガポール条約は，商事に関する紛争が対象となっております。正面から商

事というものの定義付けがされているわけではございませんが，具体的には，消費者紛争，

個別労働紛争，それから家事紛争が，シンガポール条約の対象から除かれております。消費

者紛争と個別労働紛争については，仲裁法におきましても附則で特別の扱いがされておりま

すので，その並びも意識しつつ，議論がされるものと思っておりますが，この家事紛争につ

いてどのように扱うかというのは，こちらの検討会の議論状況等を踏まえて考える必要があ

るだろうと思っております。 

  ４点目，「裁判所が所定の要件について審査」と書いておりますけれども，裁判外で行わ

れた和解合意は，全く裁判所が関与しない状況で作られたものになります。これには，様々

な内容のものが含まれることが想定されますけれども，先ほど申し上げた国内法制との整合

性，つまりは，現行法上，執行力が認められているのは，基本的に裁判所の関与の下で作ら

れた調停調書，ほかには公証人が関与したというような執行証書もありますけれども，そう

いった公的な関与が経られていないものについて，どのような形で手当てをしていくのかと

いう観点から，一定の要件の下，裁判所が執行力を付与するための手続が想定されているも

のと理解しております。 

  今申し上げたような点が，具体的に仲裁法制部会でも議論がされるものと思っております

が，この議論の状況については，また適宜，機会がありましたら，こちらの検討会でも説明

等をさせていただければと考えております。 

  私からの説明は以上です。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  それでは，ただいまの御説明につきまして，何か御質問等ありましたらお願いしたいと思

います。いかがでしょうか。 

  では，斉藤委員，お願いします。 

○斉藤委員 弁護士の斉藤睦男です。 
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  今，御説明いただいたシンガポール条約のことですけれども，私の記憶だと，今年の２月

の時点で，ＥＵが署名していなかったと思います。その後どうなったのか，ＥＵも署名国に

なったのか，なっていないのか，なったとしたらいつなのか，なっていないとすれば，なぜ

ＥＵが署名しないのか，そのあたり，ちょっと分かれば教えていただきたいと思います。 

○垣内座長 よろしいでしょうか。 

○法務省民事局 法務省民事局の福田でございます。 

  今の点ですけれども，少なくとも９月１２日に条約が発効した時点では，ＥＵはまだ署名

はしていないものと認識しております。最新のものについては，追ってフォローさせていた

だきたいと思います。 

  署名していない理由につきましては，我々も十分に把握できていない状況ですので，こち

らも，引き続き見ていきたいと思っております。 

  現在申し上げられるところは，以上です。 

○斉藤委員 ありがとうございました。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  出井委員からお願いします。 

○出井委員 出井でございます。 

  斉藤委員から御質問の件ですが，これ，是非政府の方でも情報収集はしていただきたいと

思います。ＥＵというのは，非常に大きなプレーヤーということになりますので。 

  これ，私どもの仲裁コミュニティーというかＡＤＲコミュニティーで収集した情報により

ますと，これも断片的な情報なので，果たしてどれだけリライアブルかどうかという問題は

ありますけれども，一応こういうふうに聞いております。ＥＵは，加盟国が二十何か国かあ

りますが，入るのであればパッケージで入るということなので，それで，加盟国間で協議を

しているために遅くなっているというふうに，その情報ソースの人は言っています。 

  ただ，これ，恐らくこの手の問題というのは，いろんな情報が飛び交うと思いますので，

是非政府の方でも情報収集をしていただければと思っております。そういう留保付きで，情

報提供いたします。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  そのようなことで，法務省におきましても，情報提供を可能な限りでお願いできればと思

いますけれども，よろしくお願いします。 

○法務省民事局 はい，分かりました。 

○垣内座長 ほかに何かございますでしょうか。 

  よろしいでしょうか。 

  それでは，よろしいようですので，この点については，今日はそのあたりにいたしまして，

更に先へ進みたいと存じます。 

  この検討会の，今日は第１回ということですけれども，今後の進め方につきまして，事務

局から少し説明を頂ければと思います。よろしくお願いします。 

○渡邊参事官 資料１をお手元に御用意ください。 

  先ほど御説明したとおり，本検討会では，３の検討事項に記載の３つのテーマについて御

議論いただきたいと考えております。 

  その検討順序でありますけれども，まずは，３の（２）にございます民間紛争解決手続に



-16- 

おける和解合意への執行力の付与について，次いで，（１）のＯＤＲの推進に向けた裁判外

紛争解決手続の利用の促進に関する法律関連の規律の見直しについて，これに関連して，

（３）のＯＤＲにおける認証紛争解決事業者の守秘義務の在り方について，検討を進めてい

ただきたいと考えております。 

  また，今申し上げました（１），（３）の検討に当たりましては，ＩＴ，ＡＩ技術の現在

の到達点ですとか，将来的な展望を踏まえた現実的かつ段階的な検討が必要であろうと考え

ておりますので，先ほど垣内座長から御紹介いただきましたように，マトリックス形式でイ

メージ化されたＯＤＲの進行フェーズのうち，ＯＤＲの導入・発展フェーズをまずは念頭に

置いて，ＡＤＲ法に関する法令・ガイドラインの見直しの要否等について御議論を頂き，続

いて，海外の動向ですとか将来的な展望を視野に入れつつ，ＯＤＲの進化フェーズにおける

諸課題についても御示唆を賜りたいと，このように考えているところでございます。各テー

マの検討事項，具体的にいろいろあるかと思いますが，それはまた，追って，その段階で御

説明をさせていただきたいと考えております。 

  なお，最初の検討テーマとして申し上げました執行力の付与につきましては，その是非に

つき，ＡＤＲ法制定当時から様々な御意見があるところですし，直近の平成２６年のＡＤＲ

法に関する検討会報告書でも，今後も検討を続けるべき将来の課題とされたところでござい

まして，今回の検討に当たりましては，改めて認証紛争解決事業者などの関係者の皆様から，

幅広く御意見を賜りたいと考えております。 

  その方法としましては，ヒアリングやアンケートを実施することを予定しているところで

ございまして，現在，アンケートの素案について検討しておりますので，次回の検討会にお

いて，そのアンケートの素案について，皆様から御意見などを賜りたいと考えているところ

でございます。 

  以上でございます。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  それでは，ただいまの御説明につきまして，何か御質問，御意見等ございますでしょうか。 

○日本弁理士会 弁理士の小林でございます。 

  １番目の検討事項の執行力の付与についてでございますが，現在の法制下で，執行力が付

与された案件というのは，例えば，仲裁判断書きの執行力の付与とか，そういったものがど

のぐらい付与されているのかを，そういったデータをお持ちでしょうか。 

  すみません，質問の趣旨は，ＡＤＲ認証を受けていたとしても，やはり民間調停がなかな

か進まないというのは，お客様筋が執行力がないからということをおっしゃることが多いん

ですね。執行力があるというだけで，使ってみるかなという気持ちになるのか，あるいは，

実際に執行力があると何らかの問題があるのか，現状，執行力の行われ方というのを教えて

いただいたら，また議論の資料になるかと思います。よろしくお願いいたします。 

○垣内座長 そうですね，現在は，ＡＤＲにおける調停合意，和解合意については，それ自体

としては執行力の付与をする制度がないという状況で，その場合によりまして，執行証書を

作成するですとか，あるいは，裁判所の起訴前の和解を利用する，あるいは仲裁判断の形式

を採って，執行力を付与できる形にするというような取組は，されている例が実際に，数に

ついては今，ちょっとここで申し上げることできませんけれども，存在するのではないかと

いうふうに思われます。 
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  他方，今の御質問は，仲裁判断そのものについての執行力の付与の例の件数と申しますか，

ボリューム感はどうなのかというお尋ねかと思いますけれども，現在，日本で仲裁判断その

ものの数というのが，かなり限られたものかなというふうに認識をしておりますけれども，

その中で，どの程度のものが実際に裁判所で執行決定を付与されているのかということにつ

いては，ちょっと私，今，手元でその統計等を持ち合わせていないということですけれども，

どなたか御知見をお持ちの方がおありでしたら，お願いできればと思いますが。 

  じゃ，出井委員。 

○出井委員 小林先生の御質問は，仲裁判断を執行した例がどれくらいあるかという，そうい

うことでしょうか。 

○日本弁理士会 そうですね。現実的には，今，仲裁判断に対するものしか可能じゃないかと

は思っております。 

○出井委員 ここで問題になっているのは，調停で成立した和解への執行力の付与ということ

なので，恐らく関係があるのは，仲裁法３８条１項決定に基づいて，成立した和解を３８条

１項決定にしたのがどれくらいあるのかで，さらに，それが本当に執行にかけられた例がど

れくらいあるのかと，そういうことではないかと思うんですが，純粋な仲裁手続の判断がど

れくらい執行されたかというのを，その関係で必要なんでしょうか。 

○日本弁理士会 いや，もちろんそれが直接必要ということではございません。ですので，出

井先生のアドバイスに従って，より近いところでどうなっているかというのが分かれば，よ

りなお有用だと思います。ありがとうございます。 

○出井委員 仲裁判断が執行された例というのは，こちらの方は割と簡単に出てくるんではな

いかと思うので，その統計もあればもちろん知りたいんですが，恐らく関係するのは，３８

条１項決定をした例がどれくらいあるのかということではないかと思います。それに加えて，

さらに，座長がおっしゃったように，執行証書にした例がどれくらいあるのか，それから，

訴え提起前の和解にした例がどれくらいあるのかという，そういう資料があるかどうかとい

うことだと思いますね。 

○垣内座長 ありがとうございます。そこまで細かい資料があるのかどうか。 

  じゃ，お願いします，法務省。 

○法務省民事局 法務省民事局の福田でございます。 

  お尋ねの点の一部しかお答えができませんけれども，こちらで入手しております文献によ

りますと，これは飽くまで東京地裁本庁における数字ですが，平成１６年から平成２８年ま

での１３年間で，仲裁判断の執行決定が３４件と紹介されてます。 

  仲裁判断の３８条１項決定については，我々の方では数字を持ちあわせておりません。 

  以上です。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  東京地裁の例ということで，今の数字の御紹介がありましたけれども，差し当たりのとこ

ろはそういうことでよろしいでしょうか。 

○日本弁理士会 はい。追ってまた，資料が提出いただけるんであれば，なおいいかと思いま

すが，どうもありがとうございます。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  もし資料があるようであれば，適宜また御提供お願いできればと思います。 
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  それでは，ほかに御質問等ございますでしょうか。 

  斉藤委員，お願いします。 

○斉藤委員 弁護士の斉藤です。度々で，すみません，  

  今の御質問の裏面にあたることとして，履行率の問題があります。判決と訴訟上の和解に

ついての完全履行率と一部履行率については，以前，判例タイムズの１４０９号だったと思

いますが，アンケート調査結果が公表されております。判決の完全履行率が約２０％である

とか，それに対し，訴訟上の和解の一部履行率が８７％で９０％に近いとか，そういうかな

り参考になる数字が出ております。そのような統計数値を，是非情報共有できればいいと思

います。それから，逆に，民間ＡＤＲでの和解に関しては，こういう履行率についての調査

はないはずです。そうしますと，ある程度の感触になると思うんですけれども，成立した和

解条項について，例えば，権利者の側から，せっかくＡＤＲで和解が成立したのだけれども

お金を払ってもらえないといった苦情が年間どれぐらい来ているのか，是非アンケート調査

なり，あるいはヒアリング調査される場合の項目の一つとして，そういった履行されないこ

とについてのクレームや苦情がどの程度発生しているのかを加えていただくと良いと思いま

す。これは，質問というよりも，希望，意見ということになります。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  今御指摘であったのは，まず，訴訟の場合における判決とか和解の履行率についてのデー

タがあるようであれば，それも議論の基礎とすることができるのではないかというお話と，

それから，あわせて，正にＡＤＲの場合についての履行率について，今後行うアンケートや

ヒアリングの際に，一つの項目として注目してよいのではないかというお話であったかと思

いますけれども，この点について，何か事務局からございますでしょうか。 

○渡邊参事官 先ほど申し上げましたように，現在事務局ではアンケートの素案を検討中でご

ざいまして，ただ今の御意見も踏まえて，どういった調査事項とするのがよいのか，少し考

えさせていただけたらと思います。 

  いずれにしても，次回の検討会には，資料として配付させていただきたいと思いますので，

皆様で更に御議論いただけたらと考えております。 

  以上です。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  そのようなことでよろしいでしょうか，斉藤先生。 

  はい，ありがとうございます。 

  それでは，ほかにありますでしょうか。 

  佐成委員，お願いします。 

○佐成委員 佐成です。 

  今，履行率について，アンケート項目に加えるということですが，それはそれで非常にい

いことだとは思います。けれども，従来の執行力の議論で，執行力を付与する必要性が少な

いと言われていたのは，要するに，当事者が任意に解決の合意をするということは，任意に

履行する可能性も比較的高いということを一つの根拠にしていたかと思います。なので，履

行率を単純に出してしまうと，場合によっては比較的高めに出てしまう可能性があって，そ

こから直ちに要る，要らないという議論をすると，執行力付与の制度設計にとっては，ネガ

ティブな印象を与える可能性もあると思います。そこら辺は，ある程度注意深く慎重にその
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データそのものを取り扱って，あくまで一つのデータとして考える必要があるのではないか

ということだけ，この段階で，ひと言申し添えておきたいと思います。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  データが出てきたとして，その評価についての御注意を頂いたということかと思いますけ

れども。 

  ほかには何かございますでしょうか。 

  よろしいでしょうか。 

  ありがとうございます。それでは，ほかにないようでしたら，今日は第１回の検討会とい

うことでもありますので，今まで既に話題となった検討事項，あるいはこれに関連する様々

な事項につきまして，どの点でも，どの先生からでも結構ですので，自由に御発言を頂けれ

ばと存じますけれども，いかがでしょうか。 

  上田委員，御発言おありですか。 

○上田委員 ありがとうございます，上田でございます。 

  どなたも御発言されないなら，せめて口火をという程度の意図でございましたけれども，

資料１の３の検討事項にございました（２）の和解合意への執行力の付与，これはもう，先

ほど御紹介いただきましたシンガポール条約との関連等から，既に法制審の方でも御検討い

ただくということなので，それと歩調を合わせながら，こちらの検討会でできることを，議

論を進めていただきたいと考えております。 

  その後，というふうに位置付けられておりましたけれども，（１）のＯＤＲの推進に向け

た裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律関連の規律という点について，一言申し上

げたいと存じます。 

  先般のＯＤＲ活性化検討会におきましても議論が出ましたけれども，ＯＤＲは今後民間の

力を活用して，ＯＤＲ事業者のようなものが，いろいろなＯＤＲサービスを提供していくと

いうことが望ましい，一つの形なのではないかと考えております。その際に，ＯＤＲの設計

につきまして，どこまでが許されて，どこからが許されないのかという線引きが，なかなか

難しい局面もあるという議論があったかと記憶しております。 

  そういう意味で，現行法，それからガイドライン等を通じまして，現在必ずしも明確とは

言えない点，グレーなゾーンがあるのであれば，それをガイドライン等で明確化することに

よって，かえって自由なＯＤＲの設計を支援することができるのではないかと考えておりま

す。ですので，ガイドラインを定めるというのは，決して規範でがちがちに規律していくと

いうだけではなくて，自由なＯＤＲの設計の在り方を考えるということにつながるというこ

とで，まだ非常に総論的な段階ですけれども，そういった観点から議論を進めさせていただ

ければと考えております。 

  差し当たり，以上です。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。大変貴重な観点を御指摘いただいたかと思います。

ただいま検討事項の（１）についての御発言があったわけですけれども，その点でも，ある

いはほかの点でも，何かほかに。 

  渡邊委員，お願いします。 

○渡邊委員 渡邊です，よろしくお願いいたします。 

  検討事項の（３）について，ＯＤＲについてお話をさせていただければと思います。 
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  今回，ＯＤＲの活性化検討会から，このＯＤＲ推進化検討会ということで，日本でもＯＤ

Ｒの普及に向けた議論はこれから進展していくという段階だと思うんですが，やはり今回の

コロナのことを受けまして，諸外国の例を見てみますと，やはり非常に動きが速いなという

ふうに感じております。特に，先ほど垣内先生が御説明をしてくださいました，資料３の１

４ページの段階でいいますと，第３段階の進化フェーズを視野に入れた様々な技術開発です

とかサービスの導入が始まっているところですので，せっかく今回，このような検討会とい

う機会があるということでございますので，そちらもやはり視野に入れて，活発な議論がこ

れからされるとよいのではないかなというふうに，感想を述べさせていただきました。 

  以上です。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  そのあたりの外国の動きも含めて，渡邊委員を始めとして，是非いろいろと情報提供，御

提言いただければというふうに思っております。 

  ほかには何かございますでしょうか。 

  出井委員，お願いします。 

○出井委員 今，渡邊委員からも御指摘があったし，ほかの方からも御指摘あったんですが，

やはりＯＤＲをめぐる動きというのは，本当に急激に速くなっているというふうに思います。

これは，一つには，現在の新型コロナウイルスの問題が一つ寄与しているかと思います。 

  先ほど，自己紹介のときには申し上げませんでしたが，私，今，日本国際紛争解決センタ

ー（ＪＩＤＲＣ）という，仲裁及び調停の審問施設，手続会合を行う施設を運営する組織の

副理事長をしておりまして，実は今日，午後２時からそちらのオープニングセレモニーがあ

るわけですけれども，現在，国際仲裁，国際調停はどういう状況になっているかというと，

人の移動ができませんし，また，人が集まるということを避けなければならない状況になっ

ておりますので，オンラインを使わざるを得ないんですね。これは，国際調停，国際仲裁に

とどまらず，弁護士会ＡＤＲを始め，国内のＡＤＲでも，やはり会って会合をすることに対

する抵抗が，これは機関側でも強いし，それから当事者，代理人の側でも強いということで，

多くの手続がオンラインで行われ始めたという状況にあります。 

  ＯＤＲの活性化検討会で取り上げられたＯＤＲというのは，そういう，今までやっていた

ＡＤＲを，テレビ会議システムを使ってやるとかいうことだけではなくて，さらに，チャッ

トベースでどんどん手続を進めていくということなので，もっと広がりがあるものではあり

ますが，今までやっていた従来の仲裁ＡＤＲの世界でも，もうオンラインは当たり前のこと

になってきているという状況がございます。したがって，私ども，今度ＪＩＤＲＣの立場で

申し上げると，審問施設を作ったけれども，果たしてそもそも審問施設なんて本当に必要だ

ったのかということが言われるわけですが，ただ，やはりそれでも，一方当事者だけ審問施

設に来て，それで，Ｚｏｏｍ等を使って海外にいる当事者と接続して手続を行うということ

のニーズはあるようで，結構予約は順調に埋まっているという状況です。 

  そういうことも含めて，今回，ＯＤＲを改めて，活性化検討会の取りまとめが行われたの

が３月半ばでしたから，そこからも更に状況変わっているということで，ここで改めて最後，

時間があれば，進化フェーズも含めて，是非この検討会で議論を頂ければと思っております。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  確かに，ＯＤＲ活性化検討会の時点では，まだコロナということではありませんでしたの
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で，今日こういう状況になるとは，余り予想しない中での議論だったということですけれど

も，そのことが象徴的に示しておりますように，非常に動きの速い世界であるということは，

御指摘のとおりかと思いますので，こちらの検討会を進行するさなかにも，様々な動きがま

た出てくるということもあろうかと思いますが，是非そのあたりについても，委員の先生方

から積極的に御知見を提供いただいて，活発な議論をできればよいのかなというように感じ

るところです。 

  ほかに何か御意見等ございますでしょうか。 

  小澤委員，お願いします。 

○小澤委員 小澤です。 

  今，渡邊先生や出井先生から御指摘があった，進化フェーズについての議論というのは，

私も賛成です。垣内座長もおっしゃったとおり，前回の活性化検討会における議論の前提に

は，コロナのことはなかったわけで，今の政府の動き等を見れば，やはりそういったことを

見据えての議論が必要なんだろうと，私も思っています。 

  執行力についての話も，若干していいですか。 

○垣内座長 はい，お願いします。 

○小澤委員 少し，先ほどの進化フェーズの話からすると小さい話になってしまうかもしれま

せんけれども，申立人側の利用者にとって，やはり合意内容の履行性の確保の向上というの

は，大きなメリットになるものであると思いますので，そういった意味においては，ＡＤＲ

における合意について，執行力を付与するという方向性については，賛同をしています。も

っとも，対象となる事件の範囲等については，今後議論が必要なのかなと考えています。 

  それに加えて，合意内容の履行性の確保の向上というのは，ＡＤＲやＯＤＲの利用促進に

は不可欠な要素だと思いますので，執行力の付与の対象にならない合意についても，その合

意内容の履行性の確保の向上のための施策について，検討会で議論をしていくべきではない

かと考えています。 

○垣内座長 執行力が付与されないようなものについても，合意の履行がきちんと確保される

ような施策の在り方について，議論ができないかという御趣旨ですね。御意見を踏まえて，

また今後の議論の進め方について検討するということになるかと思います。ありがとうござ

います。 

  ほかに何かございますでしょうか。 

  佐成委員，お願いします。 

○佐成委員 まだこの段階では，具体的な意見を申し上げるものではございません。私自身が

執行力に関して若干感じたところだけを，申し上げておこうと思います。 

  一つは，先ほど履行率の話をしたときに，そういうデータを取った場合には注意が必要で，

データそれ自体は現状認識のためには重要だとしても，そこから直ちに将来における執行力

の要否の議論を単純に導くべきではないと申し上げました。むしろ大事なのは，先ほど座長

から御説明がありましたＯＤＲ活性化検討会報告書にもありますとおり，執行力の付与がＡ

ＤＲの潜在的ニーズを掘り起こすことに繋がるかどうかだと思います。つまり，既に合意が

成立したものの履行率を単純に向上させることではなくて，これから紛争解決に向けて努力

しようとする多くの人達の潜在的ニーズを掘り起こすことがより大切だと思います。その意

味では，執行力があるということは，一般論としては，紛争の実効的解決を目指す当事者に
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とってはＡＤＲが選択肢として非常に魅力的に映るだろうと，ビジネス上も感じられるとこ

ろです。 

  もとろん，潜在的ニーズがどの程度存在するのかということ自体は，データ的にもよく分

かりません。けれども，民間型ＡＤＲを選択しながら最終的に合意に至らなかった理由が，

執行力がなかったからということならば，それも潜在的ニーズとなり得ます。あるいは，そ

もそも民間型ＡＤＲに執行力がないから，そんな手続に時間をかけるよりも，当初から既に

執行力のある民事調停とか，仲裁をするとか，あるいは端的に訴訟をしてしまおうとか，そ

ういうような動きも当然あり得るわけです。その意味でも，潜在的ニーズというのはまだま

だ存在しているということは，実務上も感じられます。 

  つまり，われわれの日常には，非常に多くの様々な紛争がありまして，ｅコマース上の紛

争とか，そういったような中にも，なかなか民事調停や訴訟に持ち込みにくいものもありま

す。私もボランティアで公共の法律相談をやったりすると，非常に少額で民事調停や訴訟に

持ち込むほどではないけれども，ビジネス上もなんとか解決してあげたいなという案件があ

るわけですね。そういったものについて，わずかでもお金に関わるものですと，やっぱり執

行力がないと，相談者には余り魅力を感じてもらえないんですね。口約束はこれまで何度も

やって，それをほごにされたから，わざわざ相談にやって来たというのが，結構身近な法律

相談でございます。ですから，金銭債権に関しては，やはり多様なＡＤＲ機関に執行力を付

与しておくというのは，かなり魅力的な選択肢を用意することになりますので，潜在的ニー

ズの掘り起こしには有効かとは思います。 

  もちろん，執行力を付与することに伴う弊害には慎重な議論が必要であることは言うまで

もありません。 

  それから，もう一つ，私，前回，十数年前の最初のＡＤＲ検討会の委員をやりましたが，

そのときの議事録は公開されております。そのときの議事録を今回読み返してみたんですが，

当時は執行力について，私は慎重意見を述べております。 

  議事録上は，執行力が不要だとも述べております。けれども，その趣旨は，初めて認証と

いう制度を入れるという局面でしたので，認証が制度として非常に重いものになってしまう，

執行力という強力な法的な効果を付与すると，非常に認証制度が重たくなって，民間ＡＤＲ

の活性化や拡充という方向性と相容れないんではないかという，経済界の懸念として申し上

げたと記憶しております。周辺のいろんな方からお話を聞いても，やはり，あんまり規制を

強化し過ぎちゃうと，それだったら要らないというふうな話になってしまうというところが

あるように感じます。先ほどもちょっと冒頭申しましたけれども，執行力を入れるんだから，

かなり強力な規制を入れないと駄目だという形になりますと，経済界の方でも，それなら無

理には要らないんじゃないかという議論が出てくる可能性があるので，そういったところも

あらかじめ申し上げておきます。 

  私個人は，執行力付与という方向性については，ある程度は，国際的な流れも考えると，

やむを得ないんではないかなというふうには思っておるんですけれども，ただ，経済界全体

がそういう方向になるのかについては，若干疑問もありますので，議論をゆっくり慎重に進

めていきたいというのが，現状でございます。 

  以上でございます。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。大変貴重な視点かと思われます。 



-23- 

  今御指摘のあった点は，一つには，実際に成立している和解が，例えば履行されていない

というような形で執行力の必要性が顕在化する場面がどの程度あるのかという問題と，潜在

的に和解になってない，あるいは，そもそもＡＤＲの利用に至っていない事例に対して，執

行力付与の制度ができることが，どういうインパクトをもたらすのかということ，両方とも

視野に入れて考える必要があるというお話と，それから，執行力を仮に付与するとした場合

に，その制度設計の在り方によっては，かえって規制強化のような形になりかねないという

こともあるので，その点についても配慮が必要であるという点の御指摘を頂いたかなという

ふうに理解をいたしました。 

  いずれも重要な御指摘かと思いますので，これを踏まえて，更に議論を進めさせていただ

くことになるのかなというふうに思います。ありがとうございます。 

  ほかにいかがでしょうか。 

  はい，どうぞ。 

○日本土地家屋調査士会連合会 すみません，土地家屋調査士会です。 

  実務家からのお願いというベースで，ちょっとしゃべらせていただきたいんですけれども，

先ほども全国５０会をつなげて，オンラインの相談調停をやっていこうという話をする中で，

当然認証の変更が必要になってまいります。そのときに，土地家屋調査士会５０会のうち，

２５会が認証を受けているときに，２５会には変更申請をさせていただくと。取っていない

ところは，当然運用でいこうとかいう議論ができるわけですけれども，取ったがばっかりに

という言葉はおかしいんですけれども，そういうところで，変更の申請が出てきますし，会

によっては，この２５会の中では，認証をやめてしまおうじゃないかというところも実際出

てくる中で，ここでお願いしたいのは，（１）ですけれども，関連法規の規律の見直しをし

ていただくという中で，できるだけ実務家としても使い勝手のいい，余り縛ることのないよ

うな見直しをしていただければなと思っております。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  正に検討事項の（１）に関わる点ということで，今後オンラインの活用といったことを考

えたときに，現在の認証制度が足かせとなるような形で機能することはまずいだろうという

観点の御指摘かと思います。どうもありがとうございます。 

  ほかに何か，更に御発言等ございますでしょうか。 

○日本弁理士会 度々，オブザーバーなのにすみません。弁理士会から参りました小林純子で

ございます。 

  小澤委員の執行力に関しておっしゃったことが，私どもが関与している知的財産に関する

紛争解決にやっぱり重要かなと思っております。執行力があるということについて，あるか

らこそ意味があるという考え方と，それから，執行力があるから怖いという考え方とありま

して，私どものお客様筋で，なぜ使ってもらえないかというアンケートをしますと，執行力

がないから使っても仕方がないといったところと，それから，私ども仲裁もサービスしてご

ざいますけれども，１回で決まっちゃうというのが，それで負けてしまったら，会社で上に

説明ができないと，裁判で負けたんだったら仕方がないと，そういう考え方なんですね。 

  そうすると，執行力があってもなくても，結局は使ってもらえるかどうかということが不

確かになってまいります。そもそも民間の機関による和解の締結というのは，納得しなけれ

ば締結しないで済むという制度でございますので，執行力が怖いということであれば，嫌な
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和解案に合意しなければいいので，やはりそこは，民間のＡＤＲ機関，特に調停についての

理解が不足で，使っていただけないというところもあるようだと思いますので，執行力は執

行力で付けて，それが有用な事案もあるかと思うんですね。ごまかして和解に合意して，逃

げちゃうというケースもしばしばあるようにも聞きまして，知財の関係だったらそんなこと

はないんですけれども，やはりいろんな事案に便利な手段というのを用意しておくというの

は，いいかと思うんですけれども，本来の調停というのはどんなものかという宣伝がまだ，

広報というんですか，それが行き届いていないというところもあると思いますので，非常に

いろいろな多面的な考えで皆様の御意見を出していただいて，私ども参考にさせていただき

たいと思っております。よろしくお願いいたします。ありがとうございます。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  一部の分野では，執行力に対するニーズが現実に感じられているところもあるのではない

かというところ，あるいは，それとともに，そもそも執行力の付与の対象になるＡＤＲにお

ける手続が，どういう性質のものであるのかといったことについても，更に啓発が必要なと

ころがあるんじゃないかというような御指摘も含まれていたかと思いますけれども，いずれ

も重要な点かと思われます。 

  ほかに，委員の先生方等から御発言ありますでしょうか。 

  上田委員，お願いします。 

○上田委員 上田でございます。 

  喫緊の課題は執行力ということですが，頂いた資料１の検討事項の（３）の守秘義務の在

り方について，既に御承知のことも多いかと思いますけれども，一言付け加えさせていただ

きますと，現在，裁判手続のＩＴ化に向けての立法作業が法制審議会で進んでおりまして，

その中で，訴訟記録のデジタル化も取り上げられる予定と認識しております。 

  一方，ＡＤＲ，ＯＤＲ機関が保有する個々の事件に係る紛争情報も，先ほど佐成委員がク

ラウドというところで御言及いただいたとおり，今後はデジタル化が進むことが予想されま

す。また，資料３の取りまとめの中でも言及があり，また，垣内座長から先ほど御説明いた

だきましたけれども，ＯＤＲの議論の射程は，紛争認知に係る検討フェーズから，ＡＤＲ，

ＯＤＲ利用後の民事訴訟フェーズまで幅広に及んでおりますので，実際には，個々の紛争の

発生，認知，検討から，その解決に至るまで，複数の機関が連携することがあるかと思いま

す。 

  そこで，垣内座長からも御言及ありましたけれども，取りまとめの２４ページ辺りに，守

秘義務との反対にあるものとして，守秘義務を明確にすると同時に，ＡＤＲ，ＯＤＲ機関間

のデータ連携の可能性や，その要件とか方式についても，議論しなければいけないのかと思

います。これは，恐らく先ほど御議論ありました第３段階，進化フェーズにおきまして，Ｏ

ＤＲ諸機関がどのように連携して，国民に対して総合的な司法アクセスを提供していくのか

ということに関わると思いますので，守秘義務と同時に，そういった情報連携の在り方がど

のように可能なのか，個人情報の保護であるとか等々との関係も含めて，議論をさせていた

だければと考えております。 

  以上です。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  検討事項（３）について，ＯＤＲ活性化検討会での議論を踏まえた御意見を頂きましたけ
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れども，確かに，従来ＡＤＲと裁判手続というような形での連携の可否というか在り方につ

いて，いろいろ議論をされてきたところですが，今般，ＯＤＲを考えたときには，さらに相

談段階等から含めて，一連の流れの中でどういう形で連携がどこまで可能なのかというよう

なことについて，更に検討を深める必要があるということかなと思います。是非（３）の検

討の際に，いろいろと御議論いただければと思います。ありがとうございます。 

  ほかに何か御意見等，さらにございますでしょうか。 

  大体，本日のところは，頂ける御意見は頂戴したと考えてよろしいでしょうか。 

  どうもありがとうございます。第１回から大変活発に御意見を頂戴いたしまして，誠にあ

りがとうございました。 

  それでは，本日の議事の本体は，そろそろ以上ということにさせていただきまして，次回

ですけれども，次回の第２回の会議，これは，１０月２８日の水曜日，午後３時から午後５

時までということで予定をしております。場所については，法務省の赤れんが棟３階の第１

教室と伺っておりますけれども，詳細は後日また改めて事務局から御連絡があるかと存じま

す。 

  それでは，本日の会議はこれで終了ということにさせていただきます。 

  第１回から活発に御議論いただきまして，誠にありがとうございました。次回もどうぞよ

ろしくお願いいたします。 

－了－ 

 


